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☆平成以降の主要な商標法の改正探訪（４）・完
～新しいタイプの商標を中心に～ ………… ⑴

前回の６月30日（木）号における「平成以降の主
要な商標法の改正探訪（３）」においては、平成11年
改正から平成18年改正までを林栄二弁理士が記した。

今回は、それに続く平成20年から令和３年までの
改正を記したい。特に、平成26年改正における新し
いタイプの商標の導入は、商標の定義を改正する大
掛かりなものであったことから、これを中心に俯瞰
していきたい。

９．平成20年改正
本改正においてメインとなるのは、特許法等に

おけるライセンシー保護に対するニーズを受け、ま
だ特許として登録されていない特許出願段階におけ
るライセンスに係る特許法上の権利として、新たに

「仮専用実施権」及び「仮通常実施権」を設け、その
登録制度を設けたことにある。

商標においては、特許との制度上の差異や商標制
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正林国際特許商標事務所
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「財務省会計制度研究会報告の論点」など新たな動きを加筆。
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